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“なくてはならない全農”で“なくてはならない全農”で
あり続けるためにあり続けるために

代表理事理事長  桑田 義文

M e s s a g eM e s s a g e

令和7年度の事業開始にあたり、会員ＪＡの皆さま、組合員の皆さまにお礼ならびにご挨
あい

拶
さつ

を申しあげます。日頃は、本会グループの事業につきまして格別のご支援とご協力を賜り、厚く
お礼を申しあげます。

令和6年度は、豪雨・雪害などの思わぬ自然災害、2年続きの夏場の猛暑による農産物被
害、鳥インフルエンザの猛威、米や青果物の需給環境と相場の大きな変動などがあり、生産
資材価格が高止まりする中、生産者・ＪＡ・全農を取り巻く環境は、一層の不透明感と厳しさ
を増しました。全農は2030年の自らのめざす姿を「持続可能な農業と食の提供のために“な
くてはならない全農”であり続ける」と定めておりますが、その実現に向けてはなお一層の努力
が必要であることを強く自覚しております。

全農はこのたび、従来の3年間をサイクルとする中期計画に代わり、長期的な目標である
「JA全農事業ビジョン2030」を策定、去る3月25日開催の臨時総代会においてお諮りし、ご
承認をいただいたところです。これから先、グループを挙げて、めざす姿の実現に向けた全体
戦略（①生産振興、②食農バリューチェーンの構築、③海外事業展開、④地域・くらしの維
持と活性化、⑤環境および社会的課題への対応、⑥ＪＡグループ・全農グループにおける最
適な事業体制の構築）をさらに深掘りし、その実現に全力で取り組んでまいります。

全農が組成して53年の月日が経過いたしました。この間、会員ＪＡと組合員のご利用に支え
られ、私たちの先人は“つくる”力、“とどける”力、“つながる”力を培い、その時々の事業環境
に適応してまいりました。今の全農を生きる私たちもまた、激しく変動する事業環境の中で、時
代が求める新たな力（機能）を身につける努力を怠ることなく、2030年にむけて、会員ＪＡと組
合員の期待に応えてまいります。

令和7年度もまた、予期せぬ自然災害、農畜産物需給と相場の変動、家畜・家禽の疾病、
国内・国外の政治情勢の不安定化など、日本の農業をめぐる環境は厳しさを増すものと推測
いたします。組織の力は結集の力、会員ＪＡと組合員の変わらぬご指導・ご利用を心よりお願
い申しあげます。
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JA全農事業ビジョン2030策定時の情勢認識
社会、農業分野におけるデジタル化の潮流

JA・実需者から本会の営農経済事業の取り組
みと農畜産物の安定供給に向けた役割発揮へ
の期待の高まり

国際紛争などの地政学的リスクの増加
「食料・農業・農村基本法」の改正
国内の耕作面積・農業従事者の減少、 

 気候変動による農畜産物への負の影響が増大

令和令和77年度事業計画年度事業計画20302030年年にに向けた向けた

会全体の財務目標

2030年の全農グループのめざす姿

生産振興
生産から販売まで本会の専門性を結集
し、生産性向上や気候変動に対応しうる
技術・品種の開発・普及、産地の生産力
を高める取り組み

食農バリューチェーンの
構築

グループ会社と連携し流通の各段階で必
要となる施設への投資、実需者ニーズを満
たす商品開発と販売提案

地域・くらしの
維持と活性化

グループを挙げた生活・エネルギーイン
フラやサービス機能の充実によるライフラ
インの維持、地域の活性化

め
ざ
す
姿
の
実
現
に
向
け
た
全
体
戦
略

JA全農事業ビジョン2030JA全農事業ビジョン2030

1 4

環境および
社会的課題への対応

自らの事業における脱炭素化、耕畜連携、
地域事情をふまえた段階的な環境へ配慮
した農業生産の実践、適正な価格形成の
実現に向けた施策

5

JA・全農グループにおける
最適な事業体制の構築

JAの業務効率化支援、本会の経営基盤強
化に向けたグループ経営の充実

6海外事業展開
サプライチェーンの強

きょう
靭
じん
化による海外資源

の安定調達、輸出戦略の構築

3

2

持続可能な農業と食の提供のために“なくてはならない全農”であり続ける

2030年のめざす姿を実現し、取扱高６兆円および会員への
80億円以上の継続的な配当ができる財務体質の実現
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JA全農事業ビジョン2030に掲げる全体戦略の実現に向けて、初年度となる令和７年度は、
以下の具体策に特に注力して取り組みます。

2

●7年産主食用米集荷数量227万㌧（生産量の
30％）以上への回復に向けた、新たな契約栽培取
引の導入、既存の価格決定ルールの見直し、JAと
連合会の役割分担を明確化した生産者推進

● JA域・県域を越えた広域集出荷施設の整備や産
地側の貯蔵・保管施設（PFC）を活用した青果物
のコールドチェーンの確立

●冷凍青果物事業を強化する一環として、JAグルー
プが連携し、冷凍青果物加工拠点の安定稼働・取
扱数量の拡大

食農バリューチェーンの
構築 1

●営農・資材・販売部門が有する専門性を結集し、
生産者の生産性向上やコスト低減をワンストップ
で提案できる体制の構築

●国内研究機関などと共同した、高温耐性・多収性
を有する品種の育成や栽培技術の開発

● JAの農場事業への支援、担い手育成を目的とする
トレーニング施設の設置、被災地復興を目的とす
る生産農場の設置や支援など、JAグループによる
地域の農業生産の補完機能の強化

生産振興

4

●地域社会に必要不可欠なライフラインの維持に向
けた、過疎地SSのローコスト運営モデルの確立、
JA購買店舗の業態転換、移動購買車の整備

●快適で住みやすい地域社会の実現に向けた「JA
でんき」の普及や「スマートアグリコミュニティ」の
展開エリアの拡大、ホームエネルギー事業の強化

●ファーマーズ型Aコープ店舗の整備や、地域内で
の農産物マルシェ開催を通じた、国産農畜産物の
販売拡大の支援

地域共⽣・地域活性化 3

●国際協同組合間連携の強化と、海外における外部
出資や事業再編によるサプライチェーン強化、海
外資源の安定的な調達

●国内の輸出産地づくりをすすめるとともに、需要の
ある果実品種の知財権等の保護と育成者権の活用

●海外事業におけるリスクへの対応とガバナンス強
化、品目を横断した総合力を発揮しうる海外事業
の実現に向けて、全農グループの新たな海外事業
の体制の構築

海外事業展開

2
0
2
6 

年
春
に
開
設
す
る

新
規
就
農
者
向
け
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

セ
ン
タ
ー（
イ
メ
ー
ジ
）

農
水
省
か
ら「
フ
ラ
ッ
グ
シ
ッ
プ

輸
出
産
地
」に
認
定

J
A
と
全
農
が
共
同
経
営
す
る

農
園
芸
資
材
専
門
店

「
J
A
︱

C
A
T
あ
わ
市
店
」

冷
蔵
施
設
を
拡
張
し
た

大
分
青
果
セ
ン
タ
ー

第
2
次
施
設
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令和令和77年度事業計画年度事業計画のの具体策具体策

6 JA・全農グループにおける
最適な事業体制の構築 5

●環境負荷低減農業の普及に向けた、「グリーンメ
ニュー」の全国的な普及拡大、耕畜連携や国産飼
料原料（子実とうもろこしなど）の生産支援

●脱炭素社会の実現に向けた、温室効果ガス排出量
の削減に向けた取り組み

●適正な価格形成の実現に向けた、農畜産物の生産
コスト可視化の取り組み

環境および
社会的課題への対応

災害等の危機管理への対応

経営計画
2030年のめざす姿の実現に向け、全体戦略の深掘りを通じて会員による本会事業への利用結集を
はかり、取扱高は５兆500億円を計画します。

［単位：億円、％］

（注）消費税については、税抜表示です。また、端数処理の関係上、合計等が一致しないことがあります。

●災害対策積立金の拡充
●全農グループが保有する備蓄資材の充実と相互融通できる仕組みづくりへの着手
●家畜疾病対策の強化

7年度計画 6年度計画 計画⽐
米穀農産事業 7,760 6,798  114
園芸事業 12,788 12,107 106

耕種生産事業 8,394 8,162 103
畜産酪農事業 12,822 13,306 96
生活関連事業 8,736 8,827 99
合 計 50,500 49,200 103

事業 年度
取扱計画

子
実
と
う
も
ろ
こ
し
の
大
規
模
実
証

N
E
サ
ポ
シ
ス
テ
ム
を
活
用

し
て
上
司
と
情
報
共
有

● 生産者対応力の強化に向けた、効率的な担い
手訪問管理や活動の見える化を可能とする「担
い手営農サポートシステム」の機能強化・普及

● 生産者の利便性およびJA職員の業務の効率化
に向けた、青果物の集出荷情報のデータ化推進、
生産資材における「受発注センターシステム」の導
入・拡大

● 全農グループ約140社の経営資源の効果的活
用に向けた、従業員の知識や能力を活かす人的
資本経営の実践、グループ内資金の効率的な
活用
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News!

News!

茨城空港ロビーに大型フラッグを掲示
農畜産物適正価格の理解醸成、消費拡大アピール

茨
城
県
本
部
は
12
月
下
旬
か
ら
、県
産
農
畜
産
物
に
お
け
る
適
正

価
格
の
理
解
醸
成
と
消
費
拡
大
を
目
的
と
し
て
、小
美
玉
市
に
あ
る

茨
城
空
港
内
吹
き
抜
け
ロ
ビ
ー
に
大
型
フ
ラ
ッ
グ
を
設
置
し
て
い
ま

す
。サ
イ
ズ
は
縦
4
㍍
、横
3
㍍
で
5
月
末
ま
で
掲
示
す
る
予
定
で
す
。

フ
ラ
ッ
グ
の
デ
ザ
イ
ン
は
二

種
類
制
作
。
一
つ
目
は
全
農
所

属
で
全
農
オ
フ
ィ
シ
ャ
ル
ア

ン
バ
サ
ダ
ー
の
石
川
佳
純
さ

ん
が「
持
続
可
能
な
価
格
と
は

何
か
」を
問
い
か
け
る「Think 

Sustainable Price

」、
二
つ

目
は
県
産
農
畜
産
物
を
購
入
す

る
こ
と
が
で
き
る
県
本
部
直
営

直
売
所
の「
ポ
ケ
ッ
ト
フ
ァ
ー

ム
ど
き
ど
き
」と
県
産
ブ
ラ
ン

ド
ロ
ゴ
の「
ふ
く
ま
る
」「
常
陸

牛
」な
ど
の
県
産
ブ
ラ
ン
ド
ロ

ゴ
を
組
み
合
わ
せ
た
デ
ザ
イ
ン

で
す
。

資
材
価
格
の
高
騰
な
ど
に
よ

り
生
産
コ
ス
ト
が
上
昇
し
て
い

る
状
況
に
お
い
て
、
県
内
外
の

旅
行
客
や
ビ
ジ
ネ
ス

で
の
利
用
者
が
多
い
茨

城
空
港
に
大
型
フ
ラ
ッ

グ
を
掲
示
す
る
こ
と

で
、適
正
価
格
へ
の
理

解
醸
成
と
県
産
農
畜
産

物
の
消
費
拡
大
を
図
り

ま
す
。

茨
城
県
本
部
で
は
、

今
後
も
さ
ま
ざ
ま
な

取
り
組
み
を
通
じ
て
、

県
産
農
畜
産
物
の
適

正
価
格
理
解
醸
成
と

消
費
拡
大
に
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

茨城県本部

岐阜県本部パールライス事業を全農パールライスに統合
事業競争力強化で生産者所得向上と営農の安定に貢献 米穀部・岐阜県本部

全
農
パ
ー
ル
ラ
イ
ス
㈱（
以
下
、Z
P
R
）と
岐
阜
県
本
部
は

2
0
2
5
年
7
月
1
日
に
県
本
部
パ
ー
ル
ラ
イ
ス
事
業
を
Z
P
R

に
統
合
す
る
こ
と
を
決
定
し
、3
月
21
日
に
事
業
譲
渡
契
約
調
印
式

を
行
い
ま
し
た
。

Z
P
R
は
、
県
域
パ
ー
ル
ラ

イ
ス
事
業
と
の
統
合
を
進
め
、

現
在
、
17
都
府
県
を
事
業
エ
リ

ア
と
し
て
精
米
販
売
な
ど
の
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

岐
阜
県
本
部
パ
ー
ル
ラ
イ
ス

事
業
と
Z
P
R
の
統
合
に
よ

り
、
一
体
的
な
営
業
推
進
を

実
施
す
る
こ
と
で
、

岐
阜
県
産
米
の
精

米
・
米
加
工
品
の

販
売
拡
大
や
集
荷

推
進
を
図
る
と
と

も
に
、
広
域
会
社

と
し
て
の
ス
ケ
ー

ル
メ
リ
ッ
ト
を
生

か
し
、
取
引
先
対

応
を
強
化
し
て
い

き
ま
す
。

ま
た
、
統
合
に

よ
る
相
乗
効
果
で

製
造
・
物
流
の
効

率
化
な
ど
も
進
め
、

さ
ら
な
る
事
業
競

争
力
強
化
を
図
り
ま
す
。

米
穀
部
は
、
パ
ー
ル
ラ
イ
ス

事
業
の
競
争
力
強
化
に
向
け

て
、
パ
ー
ル
ラ
イ
ス
卸
の
体
制

整
備
を
進
め
、
さ
ら
な
る
生
産

者
所
得
の
向
上
と
営
農
の
安
定

に
貢
献
す
る
こ
と
を
目
指
し
ま

す
。

茨城空港に設置した大型フラッグ

調印式に出席した（左から）全農の金森正幸常務理事、全農パー
ルライスの中野吉庸社長、岐阜県本部の西村寿文県本部長
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News!

News!

スキムミルク バター

生乳

100kg
約8kg 約4kg

スキムミルクは、生乳からバターを作ると同
時に生産されるもの。生乳100kgから作られる
バターはわずか約4kg。一方スキムミルクはそ
の倍の約8kgが作られます。また、牛乳よりも
カルシウムやたんぱく質が多いのが特徴。

スキムミルクの正体とは？

岡山でハウスぶどう防除研究会
天敵農薬など産地の取り組み事例を報告

全
農
は
2
月
25
、26
日
の
2
日
間
、「
ハ
ウ
ス
ぶ
ど
う
防
除
研
究
会
」

を
岡
山
県
で
開
催
し
ま
し
た
。
研
究
会
で
は
、
ブ
ド
ウ
の
ハ
ウ
ス
栽

培
で
の
防
除
試
験
や
普
及
事
例
を
通
じ
て
、生
産
現
場
の
課
題
解
決

に
役
立
つ
情
報
交
換
を
行
い
ま
し
た
。

ハ
ウ
ス
ぶ
ど
う
栽
培
で
の
ハ

ダ
ニ
類
の
防
除
は
有
効
な
化
学

農
薬
が
限
ら
れ
て
お
り
、
化
学

農
薬
に
依
存
し
な
い
天
敵
農
薬

を
柱
と
し
た
防
除
体
系
の
研
究

が
進
ん
で
い
ま
す
。
さ
ら
に
、

近
年
で
は「
み
ど
り
の
食
料
シ

ス
テ
ム
戦
略
」に
呼
応
す
る
栽

培
・
防
除
体
系
の
関
心
が
高

ま
っ
て
い
ま
す
。

研
究
会
で
は
、天
敵
農
薬「
バ

ン
カ
ー
シ
ー
ト
」を
中
心
と
し

た
防
除
・
栽
培
に
関
す
る
試
験

研
究
、
産
地
で
の
取
り
組
み
事

例
な
ど
を
報
告
し
、
生
産
者
課

題
の
解
決
に
向
け
た
提
案
を

行
っ
て
い
ま
す
。

当
日
は
、J
A
・
試
験
研
究

機
関
・
農
薬
メ
ー
カ
ー
な
ど
約

80
人
が
参
加
し
、
活
発
な
意
見

交
換
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
2
日

目
に
は
J
A
晴
れ
の
国
岡
山

管
内
の
生
産
者
圃ほ

場じ
ょ
う

を
視
察

し
、「
バ
ン
カ
ー
シ
ー
ト
」の
導

入
経
緯
や
効
果
な
ど
を
学
び
ま

し
た
。

全
農
で
は「
バ
ン
カ
ー
シ
ー

ト
」と
化
学
農
薬
を
組
み
合
わ
せ

た
体
系
防
除
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構

築
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

耕種資材部

スキムミルクを使ったレトルトカレーを限定発売
一条もんこさん監修「モゥ～っとミルクのキーマカレー」 酪農部

全
農
は
、3
月
1
日
か
ら
ス
キ
ム
ミ
ル
ク
を
使
用
し
た
レ
ト
ル
ト

カ
レ
ー「
一
条
も
ん
こ
の
あ
し
た
も
食
べ
た
い 

モ
ゥ
～
っ
と
ミ
ル

ク
の
キ
ー
マ
カ
レ
ー
」を
数
量
限
定
で
発
売
し
て
い
ま
す
。

生
乳
は
生
鮮
品
の
た
め
、
牛

乳
の
需
要
が
減
少
す
る
冬
場
や

長
期
休
暇
な
ど
で
学
校
給
食
で

の
牛
乳
供
給
が
停
止
さ
れ
る
期

間
に
は
、
長
期
保
存
が
可
能
な

バ
タ
ー
と
ス
キ
ム
ミ
ル
ク
に
加

工
さ
れ
ま
す
。
バ
タ
ー
の
需
要

は
堅
調
な
一
方
で
、
バ
タ
ー
の

2
倍
の
量
が
で
き
る
に
も
関
わ

ら
ず
、
ス
キ
ム
ミ
ル
ク
の
需
要

は
低
迷
し
て
い
ま
す
。

全
農
は
ス
キ
ム
ミ
ル
ク
の
特

長
で
あ
る
低
脂
質
・
高
た
ん
ぱ

く
を
よ
り
理
解
し
て
も
ら
い
、

バ
タ
ー
同
様
に
さ
ま
ざ
ま
な
料

理
へ
の
利
用
を
促
す
た
め
、
ス

パ
イ
ス
料
理
研
究
家
の
一
条
も

ん
こ
さ
ん
監
修
に
よ
る「
モ
ゥ

～
っ
と
ミ
ル
ク
の
キ
ー
マ
カ

レ
ー
」を
開
発
し
ま
し
た
。
国

産
の
鶏
む
ね
ひ
き
肉
を
使
用
し

た
ト
マ
ト
ベ
ー
ス
の
カ
レ
ー
に

ス
キ
ム
ミ
ル
ク
と
バ
タ
ー
の
乳

製
品
で
ま
ろ
や
か
に
仕
上
げ
た

中
辛
タ
イ
プ
の
カ
レ
ー
で
す
。

カ
レ
ー
1
6
0
㌘
の
う
ち
ス

キ
ム
ミ
ル
ク
を
15
㌘
使
用
し
て

い
ま
す 

。

商
品
は
、J
A
タ
ウ
ン
全
農

酪
農
部
の
公
式
シ
ョ
ッ
プ「
酪

市
酪
座
」で
販
売
し
て
い
ま
す
。

天敵カブリダニパック製剤と保護装置
「バンカーシート」

ス
キ
ム
ミ
ル
ク
を
15
g
使
用
し

た
「
一
条
も
ん
こ
の
あ
し
た
も

食
べ
た
い 

モ
ゥ
～
っ
と
ミ
ル
ク

の
キ
ー
マ
カ
レ
ー
」

JA晴れの国岡山管内の生産者圃場視察

スキムミルク製造の仕組み

7

JA Zennoh W
eekly

ニ
ュ
ー
ス
＆
ト
ピ
ッ
ク
ス
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JA全農の産地直送通販サイト

JAタウンはこちらから
お問い合わせは shop@ja-town1.com

https://www.ja-town.com

ご注文は
こちらから

埼玉県推奨の茶品種「ふくみどり」を100%使用した狭
山茶です。
「色は静岡、香りは宇治よ、味は狭山でとどめさす」と
茶摘み唄にも歌われる狭山茶は、日本三大茶の一つとし
て知られています。その起源は1200年代にさかのぼると
も言われ、現在では埼玉県入間市、狭山市、所沢市を中
心に、JAいるま野管内で生産されています。
冷涼な丘陵地帯で育つ狭山茶は、葉肉が厚く、重厚な
香味とこくが特徴です。「ふくみどり」ならではの、ふくよ
かな香りとまろやかな味をぜひお楽しみください。

埼玉・暮らしのとなりが産地です埼玉・暮らしのとなりが産地です

「淡路島なるとオレンジ」は、兵庫県の淡路島で栽培される希少な
柑
かん
橘
きつ
で、淡路島では「幻の柑橘」とも呼ばれています。「淡路島なる

とオレンジ」の果汁・果肉を16％使用し、特長である果汁のすっきり
した甘さとほろ苦さに加え、果皮特有の香りをお楽しみいただけます。

本商品はファミリーマートの西日本エリア（※宮崎県・鹿児島県除く）で４
月１日から販売しています。
全農と大山乳業農協は、今後も特徴ある国産果実を使用した商

品開発を進めていきます。

全農は、大山乳業農業協同組合（以下、大山乳業農協）と
連携し、兵庫県産淡路島なるとオレンジの果汁と果肉（果皮）
を使用した「ニッポンエール淡路島なるとオレンジバー」を共
同開発しました。本商品はコラボレーション企画の第2弾商品
となります。 【営業開発部・兵庫県本部】

「狭山茶ふくみどり」
（100g×3 袋）
…4560円（税込み）

44
月月
11
日
か
ら
販
売
し
た

日
か
ら
販
売
し
た

「
ニ
ッ
ポ
ン
エ
ー
ル
淡
路
島

「
ニ
ッ
ポ
ン
エ
ー
ル
淡
路
島

な
る
と
オ
レ
ン
ジ
バ
ー
」

な
る
と
オ
レ
ン
ジ
バ
ー
」

全農は４月1日、100%国産の原料野菜とてんさい糖を使用した「エーコープ国産野菜をつ全農は４月1日、100%国産の原料野菜とてんさい糖を使用した「エーコープ国産野菜をつ
かった農協のとろあまソース」を発売しました。特定原材料等28品目は使用せずアレルギーをかった農協のとろあまソース」を発売しました。特定原材料等28品目は使用せずアレルギーを
持っている人も安心して食べられる商品です。� 【くらし支援部】持っている人も安心して食べられる商品です。� 【くらし支援部】

原材料は国産原料にこだわり、原料の一部に規格外トマトを使用するなど、食品ロス削減
へも貢献しています。
商品開発には、エーコープマーク品のコミュニティーサイト「Aむすび」で試食アンケートを実施し、
味に関する意見をサイトユーザーへ募集することで、小さな子どもから大人まで安心して楽しめる商
品に仕上げました。容量は200㍉㍑で、手に取りやすく使い切りやすいコンパクトサイズです。
全農では、今後も組合員の声を反映し、安全・安心で魅力的な商品づくりを目指します。

発行／全国農業協同組合連合会 2025年（令和7年）4月7日発行（毎週月曜日発行）
第3501号　編集・発行人／広報・調査部　澤田洋志　
〒100ー6832 東京都千代田区大手町1丁目3番１号ＪＡビル  ＴＥＬ03（6271）8055

JA全農提供FM番組（TOKYO FM／JFN38局）
毎週木曜日15：50 ～ 16：00（放送時間はFM局で異なります）
農業に携わる人たちの、農畜産物や生産現場・新技術への想いを
伝えます。

4月14日号は休刊いたします。
次号は4 月21日号です。

休刊のお知らせ
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